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いつでもどこでもスマホで申告

　平成31年1月から、国税庁ホームページの「確定申告書等作成コー
ナー」では、スマートフォンやタブレット（以下「スマホ等」といいま
す。）でも所得税の確定申告書の作成ができます。
<スマホで見やすい専用画面>
・給与所得者（年末調整済み）で、医療費控除又はふるさと納税などの

寄附金控除を適用して申告する方は、スマホ専用画面をご利用い
ただけます。
<ID・パスワード方式で手続完結>
・マイナンバーカード及びICカードリーダライタをお持ちでない方も、スマホ等から申告書を作

成し、ID・パスワード方式を利用して送信すれば申告完了！
・e-Taxで送信すれば、源泉徴収票など書面で提出が必要な添付書類も提出不要！
 　　（ご自宅で保管する必要があります。）
・申告書の控えはPDF形式でスマホ等に保存！ 
※ ID・パスワード方式のIDをお持ちでない方も、スマホ等で申告書の作成はできますので、ご自宅のプリン

タやコンビニ等のプリントサービス（有料）を利用 して印刷し、所轄の税務署に郵送等で提出できます。
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（※）このページでは、これまでの措置を「一般措置」、平成 30 年度の税制改正により創設された制度を「特例措置」
といいます。

（参考）特例措置と一般措置の比較

〇事業承継税制は、後継者である受贈者・相続人等が、円滑化法の認定を受けている非上場会社の株式等を贈与
又は相続等により取得した場合において、その非上場株式等に係る贈与税・相続税について、一定の要件のも
と、その納税を猶予し、後継者の死亡等により、納税が猶予されている贈与税・相続税の納付が免除される制度
です。

〇平成30年度税制改正では、この事業承継税制について、これまでの措置（以下「一般措置」といいます。）に加え、
10年間の措置として、納税猶予の対象となる非上場株式等の制限（総株式数の最大３分の２まで）の撤廃や、納
税猶予割合の引上げ（80%から100％）等がされた特例措置（以下「特例措置」といいます。）が創設されました。

〇事業承継税制に関連する情報につきましては、中小企業庁ホームページ 
【www.chusho.meti.go.jp/zaimu/shoukei/index.html】においてもご覧いただけますので、ぜひご利用くだ
さい。

〇事業承継税制の適用に当たっては、「中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律」に基づく認定等が必要
となりますが、認定等に係る申請書・報告書の提出に関する窓口・お問い合わせ先は、会社の主たる事務所が所
在する都道府県の担当課となります。

事業承継税制に関する情報等につきましては、国税庁ホームページ【www.nta.go.jp】の
「事業承継税制特集」に掲載されております。
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特例措置 一般措置

事前の計画策定等
５年以内の特例承継計画の提出
平成 30 年（2018 年）４月１日から
平成 35 年（2023 年）３月 31 日まで

不要

適用期限
10 年以内の贈与・相続等
平成 30 年（2018 年）1 月１日から
平成 39 年（2027 年）12 月 31 日まで

なし

対象株数 全株式 総株式数の最大３分の２まで

納税猶予割合 100％ 贈与：100％　相続 80％

承継パターン 複数の株主から最大３人の後継者 複数の株主から１人の後継者

雇用確保要件 弾力化
承継後５年間 

平均８割の雇用維持が必要

事業継続が困難な事由が生じた場合

の免除
あり なし

相続時精算課税の適用
60 歳以上の者から 20 歳以上の者へ
の贈与

60 歳以上の者から 20 歳以上の推定
相続人・孫への贈与
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　熊本国税局ホームページには、平成30年分の譲渡所得（土地・建物）及び贈与税の主な特例の適用要件や
必要書類を確認できるチェックシートを掲載しておりますので、是非ご覧ください。
　また、譲渡所得（土地・建物）の申告の場合に添付が必要となる「譲渡所得の内訳書」の記載例について
も掲載しておりますので、併せてご覧ください。
　※主な特例のチェックシート

・マイホームを売却した場合の特例　　・住宅取得等資金の贈与税の特例

　平成30年1月1日から平成30年12月31日までの1年間に財産の贈与を受けた人は、その贈与を受け
た財産について、

①「暦年課税」を適用する場合で、その財産の価額の合計額が基礎控除額（110万円）を超えるとき
②「相続時精算課税」を適用するとき

には、贈与税の申告をしなければなりません。
　なお、平成30年分の贈与税の申告と納税は、平成31年2月1日（金）から平成31年3月15日（金）までです。

　株式などをお売りになって譲渡益がある場合は、原則として確定申告が必要ですが、特定口座のうち源泉徴
収口座でお売りになった場合の譲渡益については、申告しないこと（申告不要）を選択することができます。
　上場株式等の譲渡損失がある場合に、「上場株式等に係る譲渡損失の損益通算及び繰越控除」の適用を
受けるためには、譲渡損失の金額が生じた年分以後の年分において、連続して申告が必要です（株式等の
売却がなかった年も、譲渡損失を翌年へ繰り越すための申告が必要です。）。
※非課税口座（ＮＩＳＡ）及び未成年者口座（ジュニアＮＩＳＡ）でお売りになった場合の譲渡益について
は非課税、譲渡損失についてはなかったものとみなされますので、これらの譲渡益・損失については申告
できません。

個人から財産をもらったときの贈与税の申告について

株式などをお売りになった方の確定申告について

掲載場所 検索熊本国税局ホームページ

＞新着情報　＞譲渡所得・贈与税の申告をされる方へ

熊本県県央広域本部・熊本市だより

法人会 自主点検チェックシート を活用していますか？
平成30年４月１日以後終了事業年度分より「法人事業概況説明書」の様式が改訂され、

〈表面〉に８．（５）「社内監査」欄が新たに設けられました。

法人会 自主点検チェックシート（国税庁後援）は、企業自らが自主的に点検することにより、税務
コンプライアンスの向上や、自社の成長、ひいては税務リスクの軽減に役立つものです。

まだ自主点検チェックシートに取り組まれていない経営者の皆様も、是非一度お試しください。

「社内監査」欄には、
各種チェックシート
等を活用した社内監
査実施の有無を記入
します。

「法人会 自主点検チェックシート」を活用し、
社内点検を実施した場合には、下記のように
記入してください。

⑸

査
監
内
社 実施の有無 有 無
（　 　）
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平成31年度給与支払報告書 提出について
　給与支払報告書は、アルバイト、パート、中途退職者も含めて平成30年1月から12月までに給与の
支払いを受けた方全員について、その支払いを行った事業所等が、支払いを受けた方の平成31年1月
1日に居住する市区町村に提出する必要があります。

　提出期限が平成31年1月31日(木)となりますので、早めの提出にご協力をお願いします。

【熊本市からのお願い】
　「平成30年中に給与の支払いを受けた方で、平成31年1月1日に熊本市に住所を有する方」に関して
は、熊本市に給与支払報告書を提出いただく必要がありますが、熊本市に提出の際は、次の要領で熊本
市作成の総括表をご使用ください。

●前年分の給与支払報告書を提出され
た事業所には、11月上旬に、給与支払
報告書の提出と特別徴収の実施につ
いての手引きと一緒に総括表を郵送
しております。

●右記書類の右半分が「総括表」となり
ます。切り離して給与支払報告書の
上に添付して提出してください。

●住民税の支払方法は特別徴収（事業
所等の給与天引）が原則ですが、退職
等で特別徴収できない方がいる場合
については、右記書類の左半分の「普
通徴収申請書」を添付して下さい。

★給与支払報告書を提出いただく際には、①総括表を先頭に、②特別徴収の方の給与支払報告書、 ③普通徴収申請
書、④特別徴収ができない方の給与支払報告書の順番で提出をお願いします。

（エルタックス／電子申告）について

※熊本市役所 課税管理課 特別徴収班 電話 096-328-2195（直通）

電話 0570-081459　　ＨＰ：http://www.eltax.jp

【給与支払報告書提出についのお問い合わせ先】

【eLTAXに関するお問い合わせ先】

税制改正要望全国大会開催

税制務委員長
　梅　元　昭　宏

　第35回法人会全国大会「鳥取大会」(平成30年10月11日鳥取市にて開催)において、法
人会の「平成31年度の税制改正に関する提言」が決議されました。この提言は全国単位
会、県連、全法連の各税制･税務委員会で協議されまとめられたものです。決議された要望
事項は、政府や国会などへの強い働きかけにより法人税制の改革が実現させるなど、これ
までにも大きな成果を上げています。
　当会におきましても、熊本市･熊本市議会･熊本県選出の国会議員への働きかけを行います。

平成31年度税制改正に関する提言(要約)

Ⅰ．税・財政改革のあり方
１．財政健全化に向けて

•政府は、プライマリーバランス黒字化
目標の達成時期を2025年度に大幅延
期したが、2022年から団塊の世代が75
歳の後期高齢者に入り始めることなど
を考えれば、それまでに黒字化を達成
しておくことが極めて重要になる。

（１） 2019年10月の消費税率10％への
引き上げは、財政健全化と社会保障
の安定財源確保のために不可欠であ
る。税率引き上げによる悪影響を緩
和する等の経済環境整備は必要であ
るが、それがバラマキ政策とならな
いよう十分配慮すべきである。

（２） 政府は、2016年度から18年度の３
年間を集中改革期間と位置づけ、政
策経費の増加額を1.6兆円（社会保
障費1.5兆円、その他0.1兆円）程度
に抑制する目安を示し、達成した。
2019年度から21年度の基盤強化期
間についても、社会保障費の増加額
を抑制する目安を示し、改革に取り
組む必要がある。

（３） 財政健全化は国家的課題であり、歳
出、歳入の一体的改革によって進め
ることが重要である。歳入では安易
に税の自然増収を前提とすることな
く、また歳出については、聖域を設け
ずに分野別の具体的な削減の方策と
工程表を明示し、着実に改革を実行
するよう求める。

（４） 消費税についてはこれまで主張して
きたとおり、税率10％程度までは単

一税率が望ましいが、政府は税率
10％引き上げ時に軽減税率制度を
導入する予定としている。仮に軽減
税率制度を導入するのであれば、こ
れによる減収分について安定的な恒
久財源を確保するべきである。

（５） 国債の信認が揺らいだ場合、長期金
利の急上昇など金融資本市場に多大
な影響を与え、成長を阻害すること
が考えられる。政府・日銀には、市場
の動向を踏まえた細心の政策運営を
求めたい。

２．社会保障制度に対する基本的考え方
•社会保障給付費は公費と保険料で構成

されている。適正な「負担」を確保する
とともに、「給付」を「重点化・効率化」
によって可能な限り抑制しないと持続
可能な社会保障制度は構築できない。

•社会保障の基本的あり方では、「自助」
「公助」「共助」の役割と範囲を改めて見
直すほか、公平性の視点も重要である。
その意味で、医療保険の窓口負担や介護
保険の利用者負担などの本人負担につ
いては、高齢者においても負担能力に応
じた公平性を原則とする必要がある。

（１） 年金については、「マクロ経済スライ
ドの厳格対応」「支給開始年齢の引き
上げ」「高所得高齢者の基礎年金国庫
負担相当分の年金給付削減」等、抜本
的な施策を実施する。

（２） 医療については、成長分野と位置付
け、大胆な規制改革を行う必要があ
る。給付の急増を抑制するために診
療報酬（本体）体系を見直すととも
に、政府目標であるジェネリックの

て平成29年度に改組された中小
企業経営強化税制について、事業
年度末が迫った申請の認定に当
たっては弾力的に対処すること、
及び適用期限（平成31年３月31
日まで）を延長すること。

② 少額減価償却資産の取得価額の
損金算入の特例については、損金
算入額の上限（合計300万円）を
撤廃する。

３．事業承継税制の拡充
•我が国企業の大半を占める中小企業は、

地域経済の活性化や雇用の確保などに
大きく貢献している。その中小企業が相
続税の負担等によって事業が承継でき
なくなれば、経済社会の根幹が揺らぐこ
とになる。今年度の税制改正では比較的
大きな見直しが行われたが、さらなる抜
本的な対応が必要と考える。

（１） 事業用資産を一般資産と切り離した
本格的な事業承継税制の創設
我が国の納税猶予制度は、欧州主要
国と比較すると限定的な措置にとど
まっており、欧州並みの本格的な事
業承継税制が必要である。とくに、事
業に資する相続については、事業従
事を条件として他の一般財産と切り
離し、非上場株式を含めて事業用資
産への課税を軽減あるいは免除する
制度の創設が求められる。

（２） 相続税、贈与税の納税猶予制度の充実
平成30年度税制改正では、中小企業
の代替わりを促進するため、10年間
の特例措置として同制度の拡充が行
われたことは評価できるが、事業承
継がより円滑に実施できるよう以下
の措置を求める。
① 猶予制度ではなく免除制度に改め

るとともに、平成29年以前の制度
適用者に対しても適用要件を緩和
するなど配慮すべきである。

② 国は円滑な事業承継が図られるよ
う、経営者に向けた制度周知に努
める必要がある。なお、特例制度を
適用するためには、５年以内に「特
例承継計画」を提出する必要があ
るが、この制度を踏まえてこれか
ら事業承継の検討（後継者の選任
等）を始める企業にとっては時間
的な余裕がないこと等が懸念され
る。このため、計画書の提出期限に
ついて配慮すべきである。

Ⅲ．地方のあり方

•国と地方の役割分担を見直し、財政や行
政の効率化を図る地方分権化は地方の
活性化にとっても極めて重要である。た
だ、その際に不可欠なことは地方の自
立・自助の精神であることを改めて強
調しておきたい。地方創生戦略もこれを
基本理念とすべきである。

•「ふるさと納税制度」にみられる返礼品
競争のような手法は、あまりに安直で
あり真の地方活性化にはつながるま
い。そもそも住民税は居住自治体の会
費であり、他の自治体に納税すること
は地方税の原則にそぐわないとの指摘
もある。納税先を納税者の出身自治体
に限定するなど「ふるさと納税」本来の
趣旨に沿った見直しが必要である。

•地方交付税は国が地方の財源不足を保
障する機能を有していることから、地
方の財政規律を歪めているとの指摘が
多い。地方には国に頼るだけでなく、自
らの責任で必要な安定財源の確保や行
政改革を企画・立案し実行していく必
要がある。

（１） 地方創生では、さらなる税制上の施
策による本社機能移転の促進、地元
の特性に根差した技術の活用、地元
大学との連携などによる技術集積づ
くりや人材育成等、実効性のある改
革を大胆に行う必要がある。また、中
小企業の事業承継の問題は地方創生
戦略との関係からも重要であり、集
中的に取り組む必要がある。

（２） 広域行政による効率化の観点から道
州制の導入について検討すべきであ
る。基礎自治体（人口30万人程度）の
拡充を図るため、さらなる市町村合
併を推進し、合併メリットを追求す
る必要がある。

（３） 国に比べて身近で小規模な事業が多
い地方の行財政改革には､「事業仕分
け」のような民間のチェック機能を
活かした手法が有効であり、各自治
体で広く導入すべきである。

（４） 地方公務員給与は近年、国家公務員
給与と比べたラスパイレス指数（全
国平均ベース）が改善せずに高止ま
りしており、適正な水準に是正する
必要がある。そのためには国家公務
員に準拠するだけでなく、地域の民
間企業の実態に準拠した給与体系に
見直すことが重要である。

（５） 地方議会は、議会のあり方を見直し、
大胆にスリム化するとともに、より
納税者の視点に立って行政に対する

普及率80％以上も早期に達成する。
（３） 介護保険については、制度の持続性

を高めるために真に介護が必要な者
とそうでない者とにメリハリをつ
け、給付及び負担のあり方を見直す。

（４） 生活保護については、給付水準のあ
り方などを見直すとともに、不正受
給の防止などさらなる厳格な運用が
不可欠である。

（５） 少子化対策では、現金給付より保育
所や学童保育等を整備するなどの現
物給付に重点を置くべきである。そ
の際、企業も積極的に子育て支援に
関与できるよう、企業主導型保育事
業のさらなる活用に向けて検討す
る。なお、子ども・子育て支援等の取
り組みを着実に推進するためには安
定財源を確保する必要がある。

（６） 企業への過度な保険料負担を抑え、
経済成長を阻害しないような社会保
障制度の確立が求められる。

３．行政改革の徹底
•行政改革を徹底するに当たっては、地方

を含めた政府・議会が「まず隗より始め
よ」の精神に基づき自ら身を削らなけれ
ばならない。にもかかわらず、政府・議会
ともに国民の信頼を裏切るような事態に
陥っているのは残念でならない。

（１） 国・地方における議員定数の大胆な
削減､歳費の抑制。

（２） 厳しい財政状況を踏まえ、国・地方
公務員の人員削減と、能力を重視し
た賃金体系による人件費の抑制。

（３） 特別会計と独立行政法人の無駄の削減。
（４） 積極的な民間活力導入を行い成長に

つなげる。
４．消費税引き上げに伴う対応措置

•消費税率10％への引き上げと同時に軽
減税率が導入されることになっている
が、これは事業者の事務負担が大きい
うえ、税制の簡素化、税務執行コストお
よび税収確保などの観点から問題が多
く、税率10％程度までは単一税率が望
ましいことを改めて表明したい。

（１） 現在施行されている「消費税転嫁対
策特別措置法」の効果等を検証し、中
小企業が適正に価格転嫁できるよ
う、さらに実効性の高い対策をとる
べきである。なお、消費税率引き上げ
による駆け込み需要と反動減による
景気変動を抑制するための方策とし
て、「消費税還元セール」等の表示を
可能とすることが政府で検討されて
いる。これは消費税の適正な転嫁に

関わるだけでなく、中小企業に対し
て本体価格の引き下げを要求されか
ねない等、影響も大きいことから慎
重な検討を求める。

（２） 消費税の滞納防止は税率の引き上げ
に伴ってより重要な課題となる。消
費税の制度、執行面においてさらな
る対策を講じる必要がある。

（３） 軽減税率制度を導入するのであれ
ば、国は国民や事業者に対して制度
の周知を行い、混乱が生じないよう
努める必要がある。また、システム改
修や従業員教育など、事務負担が増
大する中小企業に対して特段の配慮
が求められる。

５．マイナンバー制度について　
６．今後の税制改革のあり方

Ⅱ．経済活性化と中小企業対策
１．法人実効税率について

•ＯＥＣＤ加盟国の法人実効税率平均は
25％、アジア主要10カ国の平均は22％
となっており、依然として我が国の税率
水準は高い。このため、国際競争力強化な
どの観点から、今般の法人実効税率引き
下げの効果等を見極めつつ、さらなる引
き下げも視野に入れる必要がある。

２．中小企業の活性化に資する税制措置
（１） 中小法人に適用される軽減税率の特

例15％を時限措置（平成31年３月
31日まで）ではなく、本則化する。な
お、直ちに本則化することが困難な
場合は、適用期限を延長する。また、
昭和56年以来、800万円以下に据え
置かれている軽減税率の適用所得金
額を、少なくとも1,600万円程度に
引き上げる。

（２） 租税特別措置については、公平性・
簡素化の観点から、政策目的を達し
たものや適用件数の少ないものは廃
止を含めて整理合理化を行う必要は
あるが、中小企業の技術革新など経
済活性化に資する措置は、以下のと
おり制度を拡充し、本則化すべきで
ある。なお、中小企業投資促進税制の
適用期限が平成31年３月31日まで
となっていることから、直ちに本則
化することが困難な場合は、適用期
限を延長する。
① 中小企業投資促進税制について

は、対象設備を拡充したうえ、「中
古設備」を含める。なお、中小企業
投資促進税制の上乗せ措置とし

チェック機能を果たすべきである。
また、高すぎる議員報酬の一層の削
減と政務活動費の適正化を求める。
行政委員会委員の報酬についても日
当制を広く導入するなど見直すべき
である。

Ⅳ．震災復興
•東日本大震災からの復興に向けて復興

期間の後期である「復興・創生期間（平
成28年度～32年度）」も3年目に入って
いるが、被災地の復興、産業の再生はい
まだ道半ばである。今後の復興事業に
当たってはこれまでの効果を十分に検
証し、予算を適正かつ迅速に執行する

とともに、原発事故への対応を含めて
引き続き、適切な支援を行う必要があ
る。また、被災地における企業の定着、
雇用確保を図る観点などから、実効性
のある措置を講じるよう求める。

•熊本地震についても、東日本大震災の対
応などを踏まえ、適切な支援と実効性の
ある措置を講じ、被災地の確実な復旧・
復興の実現等に向けて早急に取り組ま
ねばならない。

Ⅴ．その他
１．納税環境の整備
２．租税教育の充実

給与支払報告書の提出は eLTAX（ 地方税ポータルシステム） をご活用ください。
eLTAX とは地方税における手続きをインターネットを利用して電子的に行うシステムのことです。
eLTAX で給与支払報告書を提出していただくと、紙での提出は不要になります。

eLTAX 利用のメリット

●eLTAX利用は無料　　　　　　  ●手続きが自宅やオフィスで出来ます
●複数の申告を一括処理出来ます　●利用時間は8：30 ～ 24：00
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平成31年度給与支払報告書 提出について
　給与支払報告書は、アルバイト、パート、中途退職者も含めて平成30年1月から12月までに給与の
支払いを受けた方全員について、その支払いを行った事業所等が、支払いを受けた方の平成31年1月
1日に居住する市区町村に提出する必要があります。

　提出期限が平成31年1月31日(木)となりますので、早めの提出にご協力をお願いします。

【熊本市からのお願い】
　「平成30年中に給与の支払いを受けた方で、平成31年1月1日に熊本市に住所を有する方」に関して
は、熊本市に給与支払報告書を提出いただく必要がありますが、熊本市に提出の際は、次の要領で熊本
市作成の総括表をご使用ください。

●前年分の給与支払報告書を提出され
た事業所には、11月上旬に、給与支払
報告書の提出と特別徴収の実施につ
いての手引きと一緒に総括表を郵送
しております。

●右記書類の右半分が「総括表」となり
ます。切り離して給与支払報告書の
上に添付して提出してください。

●住民税の支払方法は特別徴収（事業
所等の給与天引）が原則ですが、退職
等で特別徴収できない方がいる場合
については、右記書類の左半分の「普
通徴収申請書」を添付して下さい。

★給与支払報告書を提出いただく際には、①総括表を先頭に、②特別徴収の方の給与支払報告書、 ③普通徴収申請
書、④特別徴収ができない方の給与支払報告書の順番で提出をお願いします。

（エルタックス／電子申告）について

※熊本市役所 課税管理課 特別徴収班 電話 096-328-2195（直通）

電話 0570-081459　　ＨＰ：http://www.eltax.jp

【給与支払報告書提出についのお問い合わせ先】

【eLTAXに関するお問い合わせ先】

税制改正要望全国大会開催

税制務委員長
　梅　元　昭　宏

　第35回法人会全国大会「鳥取大会」(平成30年10月11日鳥取市にて開催)において、法
人会の「平成31年度の税制改正に関する提言」が決議されました。この提言は全国単位
会、県連、全法連の各税制･税務委員会で協議されまとめられたものです。決議された要望
事項は、政府や国会などへの強い働きかけにより法人税制の改革が実現させるなど、これ
までにも大きな成果を上げています。
　当会におきましても、熊本市･熊本市議会･熊本県選出の国会議員への働きかけを行います。

平成31年度税制改正に関する提言(要約)

Ⅰ．税・財政改革のあり方
１．財政健全化に向けて

•政府は、プライマリーバランス黒字化
目標の達成時期を2025年度に大幅延
期したが、2022年から団塊の世代が75
歳の後期高齢者に入り始めることなど
を考えれば、それまでに黒字化を達成
しておくことが極めて重要になる。

（１） 2019年10月の消費税率10％への
引き上げは、財政健全化と社会保障
の安定財源確保のために不可欠であ
る。税率引き上げによる悪影響を緩
和する等の経済環境整備は必要であ
るが、それがバラマキ政策とならな
いよう十分配慮すべきである。

（２） 政府は、2016年度から18年度の３
年間を集中改革期間と位置づけ、政
策経費の増加額を1.6兆円（社会保
障費1.5兆円、その他0.1兆円）程度
に抑制する目安を示し、達成した。
2019年度から21年度の基盤強化期
間についても、社会保障費の増加額
を抑制する目安を示し、改革に取り
組む必要がある。

（３） 財政健全化は国家的課題であり、歳
出、歳入の一体的改革によって進め
ることが重要である。歳入では安易
に税の自然増収を前提とすることな
く、また歳出については、聖域を設け
ずに分野別の具体的な削減の方策と
工程表を明示し、着実に改革を実行
するよう求める。

（４） 消費税についてはこれまで主張して
きたとおり、税率10％程度までは単

一税率が望ましいが、政府は税率
10％引き上げ時に軽減税率制度を
導入する予定としている。仮に軽減
税率制度を導入するのであれば、こ
れによる減収分について安定的な恒
久財源を確保するべきである。

（５） 国債の信認が揺らいだ場合、長期金
利の急上昇など金融資本市場に多大
な影響を与え、成長を阻害すること
が考えられる。政府・日銀には、市場
の動向を踏まえた細心の政策運営を
求めたい。

２．社会保障制度に対する基本的考え方
•社会保障給付費は公費と保険料で構成

されている。適正な「負担」を確保する
とともに、「給付」を「重点化・効率化」
によって可能な限り抑制しないと持続
可能な社会保障制度は構築できない。

•社会保障の基本的あり方では、「自助」
「公助」「共助」の役割と範囲を改めて見
直すほか、公平性の視点も重要である。
その意味で、医療保険の窓口負担や介護
保険の利用者負担などの本人負担につ
いては、高齢者においても負担能力に応
じた公平性を原則とする必要がある。

（１） 年金については、「マクロ経済スライ
ドの厳格対応」「支給開始年齢の引き
上げ」「高所得高齢者の基礎年金国庫
負担相当分の年金給付削減」等、抜本
的な施策を実施する。

（２） 医療については、成長分野と位置付
け、大胆な規制改革を行う必要があ
る。給付の急増を抑制するために診
療報酬（本体）体系を見直すととも
に、政府目標であるジェネリックの

て平成29年度に改組された中小
企業経営強化税制について、事業
年度末が迫った申請の認定に当
たっては弾力的に対処すること、
及び適用期限（平成31年３月31
日まで）を延長すること。

② 少額減価償却資産の取得価額の
損金算入の特例については、損金
算入額の上限（合計300万円）を
撤廃する。

３．事業承継税制の拡充
•我が国企業の大半を占める中小企業は、

地域経済の活性化や雇用の確保などに
大きく貢献している。その中小企業が相
続税の負担等によって事業が承継でき
なくなれば、経済社会の根幹が揺らぐこ
とになる。今年度の税制改正では比較的
大きな見直しが行われたが、さらなる抜
本的な対応が必要と考える。

（１） 事業用資産を一般資産と切り離した
本格的な事業承継税制の創設
我が国の納税猶予制度は、欧州主要
国と比較すると限定的な措置にとど
まっており、欧州並みの本格的な事
業承継税制が必要である。とくに、事
業に資する相続については、事業従
事を条件として他の一般財産と切り
離し、非上場株式を含めて事業用資
産への課税を軽減あるいは免除する
制度の創設が求められる。

（２） 相続税、贈与税の納税猶予制度の充実
平成30年度税制改正では、中小企業
の代替わりを促進するため、10年間
の特例措置として同制度の拡充が行
われたことは評価できるが、事業承
継がより円滑に実施できるよう以下
の措置を求める。
① 猶予制度ではなく免除制度に改め

るとともに、平成29年以前の制度
適用者に対しても適用要件を緩和
するなど配慮すべきである。

② 国は円滑な事業承継が図られるよ
う、経営者に向けた制度周知に努
める必要がある。なお、特例制度を
適用するためには、５年以内に「特
例承継計画」を提出する必要があ
るが、この制度を踏まえてこれか
ら事業承継の検討（後継者の選任
等）を始める企業にとっては時間
的な余裕がないこと等が懸念され
る。このため、計画書の提出期限に
ついて配慮すべきである。

Ⅲ．地方のあり方

•国と地方の役割分担を見直し、財政や行
政の効率化を図る地方分権化は地方の
活性化にとっても極めて重要である。た
だ、その際に不可欠なことは地方の自
立・自助の精神であることを改めて強
調しておきたい。地方創生戦略もこれを
基本理念とすべきである。

•「ふるさと納税制度」にみられる返礼品
競争のような手法は、あまりに安直で
あり真の地方活性化にはつながるま
い。そもそも住民税は居住自治体の会
費であり、他の自治体に納税すること
は地方税の原則にそぐわないとの指摘
もある。納税先を納税者の出身自治体
に限定するなど「ふるさと納税」本来の
趣旨に沿った見直しが必要である。

•地方交付税は国が地方の財源不足を保
障する機能を有していることから、地
方の財政規律を歪めているとの指摘が
多い。地方には国に頼るだけでなく、自
らの責任で必要な安定財源の確保や行
政改革を企画・立案し実行していく必
要がある。

（１） 地方創生では、さらなる税制上の施
策による本社機能移転の促進、地元
の特性に根差した技術の活用、地元
大学との連携などによる技術集積づ
くりや人材育成等、実効性のある改
革を大胆に行う必要がある。また、中
小企業の事業承継の問題は地方創生
戦略との関係からも重要であり、集
中的に取り組む必要がある。

（２） 広域行政による効率化の観点から道
州制の導入について検討すべきであ
る。基礎自治体（人口30万人程度）の
拡充を図るため、さらなる市町村合
併を推進し、合併メリットを追求す
る必要がある。

（３） 国に比べて身近で小規模な事業が多
い地方の行財政改革には､「事業仕分
け」のような民間のチェック機能を
活かした手法が有効であり、各自治
体で広く導入すべきである。

（４） 地方公務員給与は近年、国家公務員
給与と比べたラスパイレス指数（全
国平均ベース）が改善せずに高止ま
りしており、適正な水準に是正する
必要がある。そのためには国家公務
員に準拠するだけでなく、地域の民
間企業の実態に準拠した給与体系に
見直すことが重要である。

（５） 地方議会は、議会のあり方を見直し、
大胆にスリム化するとともに、より
納税者の視点に立って行政に対する

普及率80％以上も早期に達成する。
（３） 介護保険については、制度の持続性

を高めるために真に介護が必要な者
とそうでない者とにメリハリをつ
け、給付及び負担のあり方を見直す。

（４） 生活保護については、給付水準のあ
り方などを見直すとともに、不正受
給の防止などさらなる厳格な運用が
不可欠である。

（５） 少子化対策では、現金給付より保育
所や学童保育等を整備するなどの現
物給付に重点を置くべきである。そ
の際、企業も積極的に子育て支援に
関与できるよう、企業主導型保育事
業のさらなる活用に向けて検討す
る。なお、子ども・子育て支援等の取
り組みを着実に推進するためには安
定財源を確保する必要がある。

（６） 企業への過度な保険料負担を抑え、
経済成長を阻害しないような社会保
障制度の確立が求められる。

３．行政改革の徹底
•行政改革を徹底するに当たっては、地方

を含めた政府・議会が「まず隗より始め
よ」の精神に基づき自ら身を削らなけれ
ばならない。にもかかわらず、政府・議会
ともに国民の信頼を裏切るような事態に
陥っているのは残念でならない。

（１） 国・地方における議員定数の大胆な
削減､歳費の抑制。

（２） 厳しい財政状況を踏まえ、国・地方
公務員の人員削減と、能力を重視し
た賃金体系による人件費の抑制。

（３） 特別会計と独立行政法人の無駄の削減。
（４） 積極的な民間活力導入を行い成長に

つなげる。
４．消費税引き上げに伴う対応措置

•消費税率10％への引き上げと同時に軽
減税率が導入されることになっている
が、これは事業者の事務負担が大きい
うえ、税制の簡素化、税務執行コストお
よび税収確保などの観点から問題が多
く、税率10％程度までは単一税率が望
ましいことを改めて表明したい。

（１） 現在施行されている「消費税転嫁対
策特別措置法」の効果等を検証し、中
小企業が適正に価格転嫁できるよ
う、さらに実効性の高い対策をとる
べきである。なお、消費税率引き上げ
による駆け込み需要と反動減による
景気変動を抑制するための方策とし
て、「消費税還元セール」等の表示を
可能とすることが政府で検討されて
いる。これは消費税の適正な転嫁に

関わるだけでなく、中小企業に対し
て本体価格の引き下げを要求されか
ねない等、影響も大きいことから慎
重な検討を求める。

（２） 消費税の滞納防止は税率の引き上げ
に伴ってより重要な課題となる。消
費税の制度、執行面においてさらな
る対策を講じる必要がある。

（３） 軽減税率制度を導入するのであれ
ば、国は国民や事業者に対して制度
の周知を行い、混乱が生じないよう
努める必要がある。また、システム改
修や従業員教育など、事務負担が増
大する中小企業に対して特段の配慮
が求められる。

５．マイナンバー制度について　
６．今後の税制改革のあり方

Ⅱ．経済活性化と中小企業対策
１．法人実効税率について

•ＯＥＣＤ加盟国の法人実効税率平均は
25％、アジア主要10カ国の平均は22％
となっており、依然として我が国の税率
水準は高い。このため、国際競争力強化な
どの観点から、今般の法人実効税率引き
下げの効果等を見極めつつ、さらなる引
き下げも視野に入れる必要がある。

２．中小企業の活性化に資する税制措置
（１） 中小法人に適用される軽減税率の特

例15％を時限措置（平成31年３月
31日まで）ではなく、本則化する。な
お、直ちに本則化することが困難な
場合は、適用期限を延長する。また、
昭和56年以来、800万円以下に据え
置かれている軽減税率の適用所得金
額を、少なくとも1,600万円程度に
引き上げる。

（２） 租税特別措置については、公平性・
簡素化の観点から、政策目的を達し
たものや適用件数の少ないものは廃
止を含めて整理合理化を行う必要は
あるが、中小企業の技術革新など経
済活性化に資する措置は、以下のと
おり制度を拡充し、本則化すべきで
ある。なお、中小企業投資促進税制の
適用期限が平成31年３月31日まで
となっていることから、直ちに本則
化することが困難な場合は、適用期
限を延長する。
① 中小企業投資促進税制について

は、対象設備を拡充したうえ、「中
古設備」を含める。なお、中小企業
投資促進税制の上乗せ措置とし

チェック機能を果たすべきである。
また、高すぎる議員報酬の一層の削
減と政務活動費の適正化を求める。
行政委員会委員の報酬についても日
当制を広く導入するなど見直すべき
である。

Ⅳ．震災復興
•東日本大震災からの復興に向けて復興

期間の後期である「復興・創生期間（平
成28年度～32年度）」も3年目に入って
いるが、被災地の復興、産業の再生はい
まだ道半ばである。今後の復興事業に
当たってはこれまでの効果を十分に検
証し、予算を適正かつ迅速に執行する

とともに、原発事故への対応を含めて
引き続き、適切な支援を行う必要があ
る。また、被災地における企業の定着、
雇用確保を図る観点などから、実効性
のある措置を講じるよう求める。

•熊本地震についても、東日本大震災の対
応などを踏まえ、適切な支援と実効性の
ある措置を講じ、被災地の確実な復旧・
復興の実現等に向けて早急に取り組ま
ねばならない。

Ⅴ．その他
１．納税環境の整備
２．租税教育の充実

給与支払報告書の提出は eLTAX（ 地方税ポータルシステム） をご活用ください。
eLTAX とは地方税における手続きをインターネットを利用して電子的に行うシステムのことです。
eLTAX で給与支払報告書を提出していただくと、紙での提出は不要になります。

eLTAX 利用のメリット

●eLTAX利用は無料　　　　　　  ●手続きが自宅やオフィスで出来ます
●複数の申告を一括処理出来ます　●利用時間は8：30 ～ 24：00



Ⅰ．税・財政改革のあり方
１．財政健全化に向けて

•政府は、プライマリーバランス黒字化
目標の達成時期を2025年度に大幅延
期したが、2022年から団塊の世代が75
歳の後期高齢者に入り始めることなど
を考えれば、それまでに黒字化を達成
しておくことが極めて重要になる。

（１） 2019年10月の消費税率10％への
引き上げは、財政健全化と社会保障
の安定財源確保のために不可欠であ
る。税率引き上げによる悪影響を緩
和する等の経済環境整備は必要であ
るが、それがバラマキ政策とならな
いよう十分配慮すべきである。

（２） 政府は、2016年度から18年度の３
年間を集中改革期間と位置づけ、政
策経費の増加額を1.6兆円（社会保
障費1.5兆円、その他0.1兆円）程度
に抑制する目安を示し、達成した。
2019年度から21年度の基盤強化期
間についても、社会保障費の増加額
を抑制する目安を示し、改革に取り
組む必要がある。

（３） 財政健全化は国家的課題であり、歳
出、歳入の一体的改革によって進め
ることが重要である。歳入では安易
に税の自然増収を前提とすることな
く、また歳出については、聖域を設け
ずに分野別の具体的な削減の方策と
工程表を明示し、着実に改革を実行
するよう求める。

（４） 消費税についてはこれまで主張して
きたとおり、税率10％程度までは単

一税率が望ましいが、政府は税率
10％引き上げ時に軽減税率制度を
導入する予定としている。仮に軽減
税率制度を導入するのであれば、こ
れによる減収分について安定的な恒
久財源を確保するべきである。

（５） 国債の信認が揺らいだ場合、長期金
利の急上昇など金融資本市場に多大
な影響を与え、成長を阻害すること
が考えられる。政府・日銀には、市場
の動向を踏まえた細心の政策運営を
求めたい。

２．社会保障制度に対する基本的考え方
•社会保障給付費は公費と保険料で構成

されている。適正な「負担」を確保する
とともに、「給付」を「重点化・効率化」
によって可能な限り抑制しないと持続
可能な社会保障制度は構築できない。

•社会保障の基本的あり方では、「自助」
「公助」「共助」の役割と範囲を改めて見
直すほか、公平性の視点も重要である。
その意味で、医療保険の窓口負担や介護
保険の利用者負担などの本人負担につ
いては、高齢者においても負担能力に応
じた公平性を原則とする必要がある。

（１） 年金については、「マクロ経済スライ
ドの厳格対応」「支給開始年齢の引き
上げ」「高所得高齢者の基礎年金国庫
負担相当分の年金給付削減」等、抜本
的な施策を実施する。

（２） 医療については、成長分野と位置付
け、大胆な規制改革を行う必要があ
る。給付の急増を抑制するために診
療報酬（本体）体系を見直すととも
に、政府目標であるジェネリックの
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て平成29年度に改組された中小
企業経営強化税制について、事業
年度末が迫った申請の認定に当
たっては弾力的に対処すること、
及び適用期限（平成31年３月31
日まで）を延長すること。

② 少額減価償却資産の取得価額の
損金算入の特例については、損金
算入額の上限（合計300万円）を
撤廃する。

３．事業承継税制の拡充
•我が国企業の大半を占める中小企業は、

地域経済の活性化や雇用の確保などに
大きく貢献している。その中小企業が相
続税の負担等によって事業が承継でき
なくなれば、経済社会の根幹が揺らぐこ
とになる。今年度の税制改正では比較的
大きな見直しが行われたが、さらなる抜
本的な対応が必要と考える。

（１） 事業用資産を一般資産と切り離した
本格的な事業承継税制の創設
我が国の納税猶予制度は、欧州主要
国と比較すると限定的な措置にとど
まっており、欧州並みの本格的な事
業承継税制が必要である。とくに、事
業に資する相続については、事業従
事を条件として他の一般財産と切り
離し、非上場株式を含めて事業用資
産への課税を軽減あるいは免除する
制度の創設が求められる。

（２） 相続税、贈与税の納税猶予制度の充実
平成30年度税制改正では、中小企業
の代替わりを促進するため、10年間
の特例措置として同制度の拡充が行
われたことは評価できるが、事業承
継がより円滑に実施できるよう以下
の措置を求める。
① 猶予制度ではなく免除制度に改め

るとともに、平成29年以前の制度
適用者に対しても適用要件を緩和
するなど配慮すべきである。

② 国は円滑な事業承継が図られるよ
う、経営者に向けた制度周知に努
める必要がある。なお、特例制度を
適用するためには、５年以内に「特
例承継計画」を提出する必要があ
るが、この制度を踏まえてこれか
ら事業承継の検討（後継者の選任
等）を始める企業にとっては時間
的な余裕がないこと等が懸念され
る。このため、計画書の提出期限に
ついて配慮すべきである。

Ⅲ．地方のあり方

•国と地方の役割分担を見直し、財政や行
政の効率化を図る地方分権化は地方の
活性化にとっても極めて重要である。た
だ、その際に不可欠なことは地方の自
立・自助の精神であることを改めて強
調しておきたい。地方創生戦略もこれを
基本理念とすべきである。

•「ふるさと納税制度」にみられる返礼品
競争のような手法は、あまりに安直で
あり真の地方活性化にはつながるま
い。そもそも住民税は居住自治体の会
費であり、他の自治体に納税すること
は地方税の原則にそぐわないとの指摘
もある。納税先を納税者の出身自治体
に限定するなど「ふるさと納税」本来の
趣旨に沿った見直しが必要である。

•地方交付税は国が地方の財源不足を保
障する機能を有していることから、地
方の財政規律を歪めているとの指摘が
多い。地方には国に頼るだけでなく、自
らの責任で必要な安定財源の確保や行
政改革を企画・立案し実行していく必
要がある。

（１） 地方創生では、さらなる税制上の施
策による本社機能移転の促進、地元
の特性に根差した技術の活用、地元
大学との連携などによる技術集積づ
くりや人材育成等、実効性のある改
革を大胆に行う必要がある。また、中
小企業の事業承継の問題は地方創生
戦略との関係からも重要であり、集
中的に取り組む必要がある。

（２） 広域行政による効率化の観点から道
州制の導入について検討すべきであ
る。基礎自治体（人口30万人程度）の
拡充を図るため、さらなる市町村合
併を推進し、合併メリットを追求す
る必要がある。

（３） 国に比べて身近で小規模な事業が多
い地方の行財政改革には､「事業仕分
け」のような民間のチェック機能を
活かした手法が有効であり、各自治
体で広く導入すべきである。

（４） 地方公務員給与は近年、国家公務員
給与と比べたラスパイレス指数（全
国平均ベース）が改善せずに高止ま
りしており、適正な水準に是正する
必要がある。そのためには国家公務
員に準拠するだけでなく、地域の民
間企業の実態に準拠した給与体系に
見直すことが重要である。

（５） 地方議会は、議会のあり方を見直し、
大胆にスリム化するとともに、より
納税者の視点に立って行政に対する

普及率80％以上も早期に達成する。
（３） 介護保険については、制度の持続性

を高めるために真に介護が必要な者
とそうでない者とにメリハリをつ
け、給付及び負担のあり方を見直す。

（４） 生活保護については、給付水準のあ
り方などを見直すとともに、不正受
給の防止などさらなる厳格な運用が
不可欠である。

（５） 少子化対策では、現金給付より保育
所や学童保育等を整備するなどの現
物給付に重点を置くべきである。そ
の際、企業も積極的に子育て支援に
関与できるよう、企業主導型保育事
業のさらなる活用に向けて検討す
る。なお、子ども・子育て支援等の取
り組みを着実に推進するためには安
定財源を確保する必要がある。

（６） 企業への過度な保険料負担を抑え、
経済成長を阻害しないような社会保
障制度の確立が求められる。

３．行政改革の徹底
•行政改革を徹底するに当たっては、地方

を含めた政府・議会が「まず隗より始め
よ」の精神に基づき自ら身を削らなけれ
ばならない。にもかかわらず、政府・議会
ともに国民の信頼を裏切るような事態に
陥っているのは残念でならない。

（１） 国・地方における議員定数の大胆な
削減､歳費の抑制。

（２） 厳しい財政状況を踏まえ、国・地方
公務員の人員削減と、能力を重視し
た賃金体系による人件費の抑制。

（３） 特別会計と独立行政法人の無駄の削減。
（４） 積極的な民間活力導入を行い成長に

つなげる。
４．消費税引き上げに伴う対応措置

•消費税率10％への引き上げと同時に軽
減税率が導入されることになっている
が、これは事業者の事務負担が大きい
うえ、税制の簡素化、税務執行コストお
よび税収確保などの観点から問題が多
く、税率10％程度までは単一税率が望
ましいことを改めて表明したい。

（１） 現在施行されている「消費税転嫁対
策特別措置法」の効果等を検証し、中
小企業が適正に価格転嫁できるよ
う、さらに実効性の高い対策をとる
べきである。なお、消費税率引き上げ
による駆け込み需要と反動減による
景気変動を抑制するための方策とし
て、「消費税還元セール」等の表示を
可能とすることが政府で検討されて
いる。これは消費税の適正な転嫁に

関わるだけでなく、中小企業に対し
て本体価格の引き下げを要求されか
ねない等、影響も大きいことから慎
重な検討を求める。

（２） 消費税の滞納防止は税率の引き上げ
に伴ってより重要な課題となる。消
費税の制度、執行面においてさらな
る対策を講じる必要がある。

（３） 軽減税率制度を導入するのであれ
ば、国は国民や事業者に対して制度
の周知を行い、混乱が生じないよう
努める必要がある。また、システム改
修や従業員教育など、事務負担が増
大する中小企業に対して特段の配慮
が求められる。

５．マイナンバー制度について　
６．今後の税制改革のあり方

Ⅱ．経済活性化と中小企業対策
１．法人実効税率について

•ＯＥＣＤ加盟国の法人実効税率平均は
25％、アジア主要10カ国の平均は22％
となっており、依然として我が国の税率
水準は高い。このため、国際競争力強化な
どの観点から、今般の法人実効税率引き
下げの効果等を見極めつつ、さらなる引
き下げも視野に入れる必要がある。

２．中小企業の活性化に資する税制措置
（１） 中小法人に適用される軽減税率の特

例15％を時限措置（平成31年３月
31日まで）ではなく、本則化する。な
お、直ちに本則化することが困難な
場合は、適用期限を延長する。また、
昭和56年以来、800万円以下に据え
置かれている軽減税率の適用所得金
額を、少なくとも1,600万円程度に
引き上げる。

（２） 租税特別措置については、公平性・
簡素化の観点から、政策目的を達し
たものや適用件数の少ないものは廃
止を含めて整理合理化を行う必要は
あるが、中小企業の技術革新など経
済活性化に資する措置は、以下のと
おり制度を拡充し、本則化すべきで
ある。なお、中小企業投資促進税制の
適用期限が平成31年３月31日まで
となっていることから、直ちに本則
化することが困難な場合は、適用期
限を延長する。
① 中小企業投資促進税制について

は、対象設備を拡充したうえ、「中
古設備」を含める。なお、中小企業
投資促進税制の上乗せ措置とし

チェック機能を果たすべきである。
また、高すぎる議員報酬の一層の削
減と政務活動費の適正化を求める。
行政委員会委員の報酬についても日
当制を広く導入するなど見直すべき
である。

Ⅳ．震災復興
•東日本大震災からの復興に向けて復興

期間の後期である「復興・創生期間（平
成28年度～32年度）」も3年目に入って
いるが、被災地の復興、産業の再生はい
まだ道半ばである。今後の復興事業に
当たってはこれまでの効果を十分に検
証し、予算を適正かつ迅速に執行する

とともに、原発事故への対応を含めて
引き続き、適切な支援を行う必要があ
る。また、被災地における企業の定着、
雇用確保を図る観点などから、実効性
のある措置を講じるよう求める。

•熊本地震についても、東日本大震災の対
応などを踏まえ、適切な支援と実効性の
ある措置を講じ、被災地の確実な復旧・
復興の実現等に向けて早急に取り組ま
ねばならない。

Ⅴ．その他
１．納税環境の整備
２．租税教育の充実



Ⅰ．税・財政改革のあり方
１．財政健全化に向けて

•政府は、プライマリーバランス黒字化
目標の達成時期を2025年度に大幅延
期したが、2022年から団塊の世代が75
歳の後期高齢者に入り始めることなど
を考えれば、それまでに黒字化を達成
しておくことが極めて重要になる。

（１） 2019年10月の消費税率10％への
引き上げは、財政健全化と社会保障
の安定財源確保のために不可欠であ
る。税率引き上げによる悪影響を緩
和する等の経済環境整備は必要であ
るが、それがバラマキ政策とならな
いよう十分配慮すべきである。

（２） 政府は、2016年度から18年度の３
年間を集中改革期間と位置づけ、政
策経費の増加額を1.6兆円（社会保
障費1.5兆円、その他0.1兆円）程度
に抑制する目安を示し、達成した。
2019年度から21年度の基盤強化期
間についても、社会保障費の増加額
を抑制する目安を示し、改革に取り
組む必要がある。

（３） 財政健全化は国家的課題であり、歳
出、歳入の一体的改革によって進め
ることが重要である。歳入では安易
に税の自然増収を前提とすることな
く、また歳出については、聖域を設け
ずに分野別の具体的な削減の方策と
工程表を明示し、着実に改革を実行
するよう求める。

（４） 消費税についてはこれまで主張して
きたとおり、税率10％程度までは単

一税率が望ましいが、政府は税率
10％引き上げ時に軽減税率制度を
導入する予定としている。仮に軽減
税率制度を導入するのであれば、こ
れによる減収分について安定的な恒
久財源を確保するべきである。

（５） 国債の信認が揺らいだ場合、長期金
利の急上昇など金融資本市場に多大
な影響を与え、成長を阻害すること
が考えられる。政府・日銀には、市場
の動向を踏まえた細心の政策運営を
求めたい。

２．社会保障制度に対する基本的考え方
•社会保障給付費は公費と保険料で構成

されている。適正な「負担」を確保する
とともに、「給付」を「重点化・効率化」
によって可能な限り抑制しないと持続
可能な社会保障制度は構築できない。

•社会保障の基本的あり方では、「自助」
「公助」「共助」の役割と範囲を改めて見
直すほか、公平性の視点も重要である。
その意味で、医療保険の窓口負担や介護
保険の利用者負担などの本人負担につ
いては、高齢者においても負担能力に応
じた公平性を原則とする必要がある。

（１） 年金については、「マクロ経済スライ
ドの厳格対応」「支給開始年齢の引き
上げ」「高所得高齢者の基礎年金国庫
負担相当分の年金給付削減」等、抜本
的な施策を実施する。

（２） 医療については、成長分野と位置付
け、大胆な規制改革を行う必要があ
る。給付の急増を抑制するために診
療報酬（本体）体系を見直すととも
に、政府目標であるジェネリックの
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て平成29年度に改組された中小
企業経営強化税制について、事業
年度末が迫った申請の認定に当
たっては弾力的に対処すること、
及び適用期限（平成31年３月31
日まで）を延長すること。

② 少額減価償却資産の取得価額の
損金算入の特例については、損金
算入額の上限（合計300万円）を
撤廃する。

３．事業承継税制の拡充
•我が国企業の大半を占める中小企業は、

地域経済の活性化や雇用の確保などに
大きく貢献している。その中小企業が相
続税の負担等によって事業が承継でき
なくなれば、経済社会の根幹が揺らぐこ
とになる。今年度の税制改正では比較的
大きな見直しが行われたが、さらなる抜
本的な対応が必要と考える。

（１） 事業用資産を一般資産と切り離した
本格的な事業承継税制の創設
我が国の納税猶予制度は、欧州主要
国と比較すると限定的な措置にとど
まっており、欧州並みの本格的な事
業承継税制が必要である。とくに、事
業に資する相続については、事業従
事を条件として他の一般財産と切り
離し、非上場株式を含めて事業用資
産への課税を軽減あるいは免除する
制度の創設が求められる。

（２） 相続税、贈与税の納税猶予制度の充実
平成30年度税制改正では、中小企業
の代替わりを促進するため、10年間
の特例措置として同制度の拡充が行
われたことは評価できるが、事業承
継がより円滑に実施できるよう以下
の措置を求める。
① 猶予制度ではなく免除制度に改め

るとともに、平成29年以前の制度
適用者に対しても適用要件を緩和
するなど配慮すべきである。

② 国は円滑な事業承継が図られるよ
う、経営者に向けた制度周知に努
める必要がある。なお、特例制度を
適用するためには、５年以内に「特
例承継計画」を提出する必要があ
るが、この制度を踏まえてこれか
ら事業承継の検討（後継者の選任
等）を始める企業にとっては時間
的な余裕がないこと等が懸念され
る。このため、計画書の提出期限に
ついて配慮すべきである。

Ⅲ．地方のあり方

•国と地方の役割分担を見直し、財政や行
政の効率化を図る地方分権化は地方の
活性化にとっても極めて重要である。た
だ、その際に不可欠なことは地方の自
立・自助の精神であることを改めて強
調しておきたい。地方創生戦略もこれを
基本理念とすべきである。

•「ふるさと納税制度」にみられる返礼品
競争のような手法は、あまりに安直で
あり真の地方活性化にはつながるま
い。そもそも住民税は居住自治体の会
費であり、他の自治体に納税すること
は地方税の原則にそぐわないとの指摘
もある。納税先を納税者の出身自治体
に限定するなど「ふるさと納税」本来の
趣旨に沿った見直しが必要である。

•地方交付税は国が地方の財源不足を保
障する機能を有していることから、地
方の財政規律を歪めているとの指摘が
多い。地方には国に頼るだけでなく、自
らの責任で必要な安定財源の確保や行
政改革を企画・立案し実行していく必
要がある。

（１） 地方創生では、さらなる税制上の施
策による本社機能移転の促進、地元
の特性に根差した技術の活用、地元
大学との連携などによる技術集積づ
くりや人材育成等、実効性のある改
革を大胆に行う必要がある。また、中
小企業の事業承継の問題は地方創生
戦略との関係からも重要であり、集
中的に取り組む必要がある。
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拡充を図るため、さらなる市町村合
併を推進し、合併メリットを追求す
る必要がある。

（３） 国に比べて身近で小規模な事業が多
い地方の行財政改革には､「事業仕分
け」のような民間のチェック機能を
活かした手法が有効であり、各自治
体で広く導入すべきである。

（４） 地方公務員給与は近年、国家公務員
給与と比べたラスパイレス指数（全
国平均ベース）が改善せずに高止ま
りしており、適正な水準に是正する
必要がある。そのためには国家公務
員に準拠するだけでなく、地域の民
間企業の実態に準拠した給与体系に
見直すことが重要である。

（５） 地方議会は、議会のあり方を見直し、
大胆にスリム化するとともに、より
納税者の視点に立って行政に対する

普及率80％以上も早期に達成する。
（３） 介護保険については、制度の持続性

を高めるために真に介護が必要な者
とそうでない者とにメリハリをつ
け、給付及び負担のあり方を見直す。

（４） 生活保護については、給付水準のあ
り方などを見直すとともに、不正受
給の防止などさらなる厳格な運用が
不可欠である。

（５） 少子化対策では、現金給付より保育
所や学童保育等を整備するなどの現
物給付に重点を置くべきである。そ
の際、企業も積極的に子育て支援に
関与できるよう、企業主導型保育事
業のさらなる活用に向けて検討す
る。なお、子ども・子育て支援等の取
り組みを着実に推進するためには安
定財源を確保する必要がある。

（６） 企業への過度な保険料負担を抑え、
経済成長を阻害しないような社会保
障制度の確立が求められる。

３．行政改革の徹底
•行政改革を徹底するに当たっては、地方

を含めた政府・議会が「まず隗より始め
よ」の精神に基づき自ら身を削らなけれ
ばならない。にもかかわらず、政府・議会
ともに国民の信頼を裏切るような事態に
陥っているのは残念でならない。

（１） 国・地方における議員定数の大胆な
削減､歳費の抑制。

（２） 厳しい財政状況を踏まえ、国・地方
公務員の人員削減と、能力を重視し
た賃金体系による人件費の抑制。

（３） 特別会計と独立行政法人の無駄の削減。
（４） 積極的な民間活力導入を行い成長に

つなげる。
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•消費税率10％への引き上げと同時に軽
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が、これは事業者の事務負担が大きい
うえ、税制の簡素化、税務執行コストお
よび税収確保などの観点から問題が多
く、税率10％程度までは単一税率が望
ましいことを改めて表明したい。

（１） 現在施行されている「消費税転嫁対
策特別措置法」の効果等を検証し、中
小企業が適正に価格転嫁できるよ
う、さらに実効性の高い対策をとる
べきである。なお、消費税率引き上げ
による駆け込み需要と反動減による
景気変動を抑制するための方策とし
て、「消費税還元セール」等の表示を
可能とすることが政府で検討されて
いる。これは消費税の適正な転嫁に

関わるだけでなく、中小企業に対し
て本体価格の引き下げを要求されか
ねない等、影響も大きいことから慎
重な検討を求める。

（２） 消費税の滞納防止は税率の引き上げ
に伴ってより重要な課題となる。消
費税の制度、執行面においてさらな
る対策を講じる必要がある。

（３） 軽減税率制度を導入するのであれ
ば、国は国民や事業者に対して制度
の周知を行い、混乱が生じないよう
努める必要がある。また、システム改
修や従業員教育など、事務負担が増
大する中小企業に対して特段の配慮
が求められる。
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Ⅱ．経済活性化と中小企業対策
１．法人実効税率について

•ＯＥＣＤ加盟国の法人実効税率平均は
25％、アジア主要10カ国の平均は22％
となっており、依然として我が国の税率
水準は高い。このため、国際競争力強化な
どの観点から、今般の法人実効税率引き
下げの効果等を見極めつつ、さらなる引
き下げも視野に入れる必要がある。

２．中小企業の活性化に資する税制措置
（１） 中小法人に適用される軽減税率の特

例15％を時限措置（平成31年３月
31日まで）ではなく、本則化する。な
お、直ちに本則化することが困難な
場合は、適用期限を延長する。また、
昭和56年以来、800万円以下に据え
置かれている軽減税率の適用所得金
額を、少なくとも1,600万円程度に
引き上げる。

（２） 租税特別措置については、公平性・
簡素化の観点から、政策目的を達し
たものや適用件数の少ないものは廃
止を含めて整理合理化を行う必要は
あるが、中小企業の技術革新など経
済活性化に資する措置は、以下のと
おり制度を拡充し、本則化すべきで
ある。なお、中小企業投資促進税制の
適用期限が平成31年３月31日まで
となっていることから、直ちに本則
化することが困難な場合は、適用期
限を延長する。
① 中小企業投資促進税制について

は、対象設備を拡充したうえ、「中
古設備」を含める。なお、中小企業
投資促進税制の上乗せ措置とし

チェック機能を果たすべきである。
また、高すぎる議員報酬の一層の削
減と政務活動費の適正化を求める。
行政委員会委員の報酬についても日
当制を広く導入するなど見直すべき
である。

Ⅳ．震災復興
•東日本大震災からの復興に向けて復興

期間の後期である「復興・創生期間（平
成28年度～32年度）」も3年目に入って
いるが、被災地の復興、産業の再生はい
まだ道半ばである。今後の復興事業に
当たってはこれまでの効果を十分に検
証し、予算を適正かつ迅速に執行する

とともに、原発事故への対応を含めて
引き続き、適切な支援を行う必要があ
る。また、被災地における企業の定着、
雇用確保を図る観点などから、実効性
のある措置を講じるよう求める。

•熊本地震についても、東日本大震災の対
応などを踏まえ、適切な支援と実効性の
ある措置を講じ、被災地の確実な復旧・
復興の実現等に向けて早急に取り組ま
ねばならない。

Ⅴ．その他
１．納税環境の整備
２．租税教育の充実


